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  本号の主なニュース 

１．平成３０年度概算要求について 

２．第１１４回通商問題委員会の開催 

３．下請取引適正化推進月間の実施について 

 

 

◇  平成３０年度概算要求について ◇ 

（生活製品課関連） 

平 成 ２ ９ 年 ９ 月 

経 済 産 業 省 

製造産業局生活製品課 

 
 平成３０年度概算要求のうち、生活製品課関連産業も活用できる、主な業種横断的施策

は、以下のとおり。※（ ）内の額は平成２９年度予算額 

 

１．経営課題の解決 

（１）中小企業⼩小規模事業者ワンストップ総合支援事業【相談】 

５９．０億円（５４．８億円） 

・中小企業・小規模事業者が抱える様々な経営課題に対応するワンストップ相談窓口と

して、各都道府県に「よろず支援拠点」を設置。 

・よろず支援拠点では、①売上拡大のための解決策の提案、②経営改善策を提案し、行

動に移すための専門家チームの編成・派遣（個々の中小企業・小規模事業者の課題に

応じた専門家を原則３回まで無料で派遣。）、③どこに相談すべきかわからない事業者

に対する的確な支援機関等の紹介を実施。また、担保・保証に拠らない融資を一層促

進するため、融資の際に一定の要件を満たす場合には経営者の個人保証を求めないこ

とや、個人保証債務の整理時の対応をまとめた「経営者保証に関するガイドライン」

の内容に関する相談対応等を実施。 

 

http://www.kinujinsen.com/
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（２）小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経融資）【融資】 

４２．５億円の内数（４２．５億円） 

・一定の要件を満たす小規模事業者が、日本政策金融公庫※から、経営改善のための資金

（設備資金、運転資金）を無担保・無保証人・低利で融資を受けることができる。（貸

付限度額 ２，０００万円） 
※沖縄県については、「日本政策金融公庫」を「沖縄振興開発金融公庫」と読み替える。 

 

（３）小規模事業者経営発達支援融資制度【融資】 

４２．５億円の内数（４２．５億円） 

・一定の要件を満たす小規模事業者が、日本政策金融公庫から、事業の持続的発展のた

めの取組に必要な設備資金及びそれに付随する運転資金について、低利で融資を受け

ることができる。（貸付限度額７，２００万円） 
 

（４）経営安定関連保証等対策費補助事業【保証】 

８７．０億円の内数（５５．０億円） 

・金融機関から融資を受ける際、信用保証協会が信用保証を付すことにより、中小企業

の資金調達を行いやすくするもの。信用保証を通じた資金繰りの円滑化を図る。 
 

（５）中小企業・小規模事業者経営力強化保証事業【保証】 

８７．０億円の内数（５５．０億円） 

・中小企業・小規模事業者が認定経営革新等支援機関の力を借りながら、経営改善に取

り組む場合に、信用保証協会による信用保証の保証料を減免し、事業者の経営の状態

を改善。 
 

２．販路開拓、新商品開発、高付加価値化、ブランド開発支援 

（１）ふるさと名物支援事業【補助】 

１６．０億円の内数（１３．５億円） 

中小企業・小規模事業者が地域資源を活用した新商品の開発・販路開拓を行うため、「地域

産業資源活用事業計画」を作成し、国の認定を受けた中小企業を対象に、試作品開発、展

示会出展等にかかる費用を支援（上限５００万円、上限１０００万円（機械化・ＩＴ化の場

合）、上限２０００万円（４者以上の連携の場合）、補助率２／３）。 
 

（２）ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業 

１６．０億円の内数（１３．５億円） 

 複数の中小企業・小規模事業者が連携し、自らが持つ素材や技術等の強みを踏まえた戦

略を策定し、当該戦略に基づいて行う商品開発や海外見本市への出展等を行うプロジェク

トを支援。 
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①戦略策定段階への支援【補助】 

・地域産品が持つ素材や技術等の強みを活かし、ブランドコンセプトの確立に向けた

戦略の策定を支援（上限２００万円、定額補助、１年間）。 

②ブランド確立段階への支援【補助】 

・具体的な海外販路開拓を行うため、専門家の招聘、新商品開発、海外展示会出展等

を通じて、ブランド確立や海外販路開拓に取り組む事業を支援（上限２０００万円、

補助率２／３、最大３年間）。 
 

（３）専門家招聘型商品開発・プロデュース支援事業 

１６．０億円の内数（１３．５億円） 

海外現地のニーズ等に詳しい外部人材を活用し、日本の特色を活かした商材の開発

を支援。 
 

（４）産地ブランド化推進事業【補助】 

１６．０億円の内数（１３．５億円） 

・伝統的工芸品や繊維等の産地への観光客誘致・海外販路開拓を後押しするため、各

産地にデザイナー等の外部人材を招聘する取組等を支援（定額補助）。 
 

（５）中小企業活路開拓調査・実現化事業【補助】 

６．８億円の内数（６．８億円） 

・中小企業組合等が事業環境の改善等を目指して展示会出展等の取組に対して支援

（上限２，０００万円 補助率６／１０）。 
 

（６）ジェトロによる支援策           

①海外調査・情報提供事業【相談】 

・ジェトロにおいて、海外ビジネスを検討する際、様々な段階で発生する実務面の疑

問点について、実務経験が豊富なアドバイザーが無料で個別に相談に応える。 

②海外進出支援 

・海外進出を検討している中小企業や海外進出後に問題を抱えている中小企業に対し、

海外進出に係る情報提供・サポートを実施。 

・具体的には、海外新興市場等へ投資ミッション団の派遣（海外投資促進ミッション

派遣事業）、海外進出企業の問題解決（法務・労務・税務・知的財産）をサポート、

海外拠点立ち上げへの支援を実施。 

③中小企業・小規模事業者海外展開戦略支援事業(中小企業海外展開現地支援プラッ

トフォーム)【相談】  

・アジア・北米・中東・欧州にプラットフォームを設置し、現地の事情や地元政府当 

局、地場企業とのネットワークに強みを持つコーディネーターが個別に相談に応える。  
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（７）中小機構による支援 

①中小企業国際化支援アドバイス事業【相談】 

・海外展開に関する課題や悩みに関して、無料で何度でも、海外ビジネスの専門家に

よるアドバイスを受けることができる。 

②国内外の展示会への出展支援【相談・補助】 

・中小機構が、ジェトロが「ジャパン・パビリオン」として運営する海外展示会への

出展を希望する中小企業・小規模事業を対象に、展示会出展に向けたアドバイス、

パンフレット等翻訳の補助、出展後の成約に向けたアドバイス等を実施。 

・海外バイヤーが多く訪れる国内の国際展示会のブースを中小機構が確保し、海外販

路開拓に取り組む中小企業・小規模事業者を対象に、展示会出展を補助。出展後の

成約に向けたアドバイス等の支援を提供。 

③海外展開戦略策定支援【補助】 

・海外市場への投資や販路開拓等、海外展開を検討する中小企業・小規模事業者の実

現可能性（Ｆ／Ｓ）調査に加え、自社のウェブサイトの外国語化等を支援。 
 

（８）小規模事業対策推進事業（地域力活用新事業創出支援事業）【相談】 

６６．０億円の内数（４９．４億円） 

・特産品開発・販路開拓等に取り組む小規模事業者に対して商工会・商工会議所が専

門家派遣、商談・展示会の開催により支援。 

・調査研究事業（事業可能性調査Ｆ／Ｓ）補助上限５００万円、定額補助 

・特産品開発、観光開発支援 

１年目：補助上限８００万円、補助率２／３  

２年目：補助上限６００万円、補助率１／２ 
 

（９）小規模事業対策推進事業（小規模事業者持続化補助金）【補助】 

６６．０億円の内数（４９．４億円） 

・小規模事業者のビジネスプランに基づく経営を推進するため、商工会・商工会議所

と一体となって経営計画を作成し、販路開拓に取り組む費用を支援。 

・複数の事業者が連携した取組や海外展開の取組、雇用を増加させる取組などを行う

事業者については、より重点的に支援（上限５０万円、上限５００万円（複数の事

業者が連携した共同事業）、補助率２／３）。 
 

３．研究開発支援 

（１）地域中核企業・中小企業等連携支援事業（戦略的基盤技術高度化支援）（通称：サポ

イン事業）【補助】 

１７８億円の内数（１５５．０億円） 

・製造業の国際競争力の強化と新たな事業の創出を目指し、中小企業者が特定ものづ
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くり基盤技術（精密加工、立体造形等の１２技術）の高度化に資する研究開発及び

販路開拓への取組を一貫して支援（初年度上限４５００万円、２年目は初年度の額

の２／３、３年目は初年度の額の１／２、補助率２／３）。 

・中小ものづくり高度化法に基づいて策定された特定ものづくり基盤技術高度化指針

（特定ものづくり基盤技術（精密加工、立体造形等の１２技術））それぞれについて、

中小企業・小規模事業者ものづくり技術の高度化を促進するためのガイドライン）

に沿った研究開発計画を作成し、国の認可を受けることが要件。 

・計画認定を受けている企業は、他にも、日本政策金融公庫による低利融資制度等を

利用可能。 
 

（２）中堅・中小企業等への橋渡し研究開発促進事業【補助】 

１０．０億円【新規】 

・大学、公設試などの研究機関のサポートを得て、中堅・中小企業等が有する技術シ

ーズの実用化・事業化を支援。（補助上限１億円 補助率２／３）。 
 

（３）研究開発型スタートアップ支援事業【補助】【委託】 

２０．０億円（１５．０億円） 

・研究開発型ベンチャー（スタートアップ）の創出・発展のために資金面・事業化面

を支援。具体的には実用化開発、事業プラン作成等の事業化の費用等を支援。 
 

４．設備導入支援 

（１）地域中核企業・中小企業等連携支援事業（戦略分野における地域経済牽引事業等支

援事業） 【補助】                      １７８億円の内数（１５５．０億円） 

・中小企業・中堅企業が、未来投資計画を作成し、都道府県知事等の認定を受けた場

合、他の中小企業と連携して行う取組に対して設備導入等を支援（上限 ５，００

０万円（連携した中小企業も設備投資する場合は１億円）。 

 

（２）Connected Industries に向けた IT 投資の抜本強化【税】【新規】 

・各企業間においてデータを共有・活用するための生産管理システム等や高レベルの

サイバーセキュリティ対策に必要なシステムの構築やサービスの利用に対して支

援（平成３２年３月末まで）。対象物は IoT 機器、データ連携等に必要なソフトウェ

ア、セキュアなシステム構築に必要な設備 等。 
 

（３）省エネルギー設備への入れ替え支援（通称：省エネ補助金）【補助】 

７３３．５億円（６７２．６億円） 

・中小企業を含む事業者が工場・事業場等における高効率設備・システム（高効率照

明、高効率空調）への入れ替えや製造プロセスの改善等の改修により、省エネや電
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力ピーク対策を行う際に必要となる費用を支援。単独事業は、補助率１／３、エネ

マネ事業者（エネルギー管理支援サービスを通じて工場・事業場等の省エネを支援

する事業者）を活用した事業は、補助率１／２。 
 

（４）中小企業等に対する省エネルギー診断事業【相談】 

１２．０億円（１０．０億円） 

・中小・中堅事業者等の工場やビル等の施設について、省エネの専門家による無料の

省エネ診断・節電に関する診断等を実施。 
 

（５）省エネルギー設備投資に係る利子補給【利子補給】 

１８．０億円（１８．５億円） 

・省エネルギー設備や一部のトップランナー機器の設置を行う事業者に対し、民間金

融機関等から受けた必要な資金の貸し付けの利子補給を行う。 

 

（６）中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例【税】 

・中小企業者等が、取得価額が３０万円未満の減価償却資産を導入した場合、合計額

３００万円を限度として、全額損金に算入することができる（平成２９年３月末ま

でのものを平成３１年３月末まで延長要望）。 
 
５．ＩｏＴの利活用 

（１）電子タグの本格普及などによるサプライチェーンの最適化・消費の活性化（IoT 推進

のための新産業モデル創出基盤整備事業） 

１５．０億円（８．４億円） 

・ＩｏＴやＡＩ（人工知能）の普及・進展により、ビジネスモデルの変革や、データを活用

した新たなサービス・産業の創出を目指す。民間企業の取組や企業間の連携を推進

するためには、ＩｏＴ等の新たな技術を踏まえた規制の見直し、各企業が協調すべき最

低限のルール策定等の環境の整備が重要であり、産業分野別にＩｏＴ等を活用した実

証を通じて、セキュリティ対策や規制・ルールの見直しの検討を行う。 
 

（２）スマートものづくり応援隊事業【補助】 

２８．５億円の内数（１６．７億円） 

・生産現場の工程改善やＩｏＴ・ロボット導入に秀でた専門家（スマートものづくり応援

隊）を中小企業・小規模事業者へ派遣。派遣する際の必要経費を補助。（補助率：２

／３） 
 

６． 下請取引 

・下請中小企業・小規模事業者自立化支援事業【補助】 

１３．９億円（１３．９億円） 
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・下請連携事業計画の認定を受けた下請事業者が他の下請け事業者と連携した取組に

よる新商品開発や販路開拓等を支援（補助率 ２／３） 
 

７．事業承継・再編・統合 

（１）事業承継・再編・統合集中実施事業（事業承継・再編・統合促進補助金）【補助】 

１６．２億円【新規】 

地域・業種における事業再編・統合を促進するための支援を実施。 

①事業承継・再編計画策定支援事業【補助】 

・特定の地域や業種・業界に属する中小企業グループが地域再編を進める支援機関等

を中心として行う事業承継・再編計画策定等の支援。（１グループあたり５００万円 

補助率２／３）。 

②事業承継・再編・統合促進補助金【補助】 

・設備投資や既存事業の廃業、新事業の展開、再編・統合後の投資等に必要な経費を

支援。 

（１）ベンチャー型事業承継等の経営革新タイプ 

事業承継に伴う経営革新等の取組を支援（上限２００万円（事業転換を伴う場

合５００万円）、補助率２／３）。 

（２）事業再編・統合タイプ 

地域・業種における再編・統合等に伴う設備投資等の取組を支援（上限１，０

００万円(事業転換を伴う場合２，０００万円)、補助率２／３）。 

（３）世代交代準備タイプ 

将来の事業承継を見据え後継者を中心として取り組む経営革新等を支援（上限

５０万円、補助率２／３）。 
 

（２）中小企業者・小規模事業者の再編・統合等に係る税負担の軽減措置の創設【税】【新

規】 

・中小企業者等が、再編・統合を行うにあたり、株式、事業の譲渡益に係る税負担の

軽減。 

 

（３）中小企業経営者の次世代経営者への引継ぎを支援する税制措置の創設・拡充【税】 

・中小企業者等が、①親族や従業員等に株式等を贈与・相続する場合、②他企業や親

族外経営者等に経営を引き継ぐ場合、③ファンドを経由して事業承継を行う場合に

税負担の軽減。 
 

８．人材育成支援 

・地域中小企業人材確保支援等事業【相談】 

２８．５億円の内数（１６．７億円） 
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・本事業の実施事業者が、地域の中小企業・小規模事業者の人材確保を支援するため、

全国各地で、合同企業説明会や人材との交流会といった様々なイベントを実施。 

・中小企業組合等が事業環境の改善等を目指して展示会出展等の取組に対して支援

（上限２，０００万円 補助率６／１０）。 
 

９．所得拡大・雇用促進 

（１）所得拡大促進税制【税】 

・従業員への給与等の支給額を基準事業年度から、一定割合以上増加させた場合、増

加額の１０％を法人税等から税額控除できる（上限は法人税額の１０％、中小企業

者等は２０％。）（平成３０年３月末まで（延長要望）） 

 

（２）雇用促進税制【税】 

・雇用者数を５人以上（中小企業は２人以上）かつ１０％以上増加させるなど一定の

要件を満たした事業主に対して、適用年度における法人税の額から、雇用者増加数

１人あたり４０万円の控除が受けられる（平成３０年３月末まで（延長要望））。 
 

１０．IT による経営力向上 

・中小企業・小規模事業者決済情報管理支援事業【委託】 

４． ０億円【新規】 

・受注から入金までの決済業務等について IT を用いて効率化する実証を行い、全国の

中小企業に普及するための体制を整備。 
 
１１．政府系ファンド 

（１）産業革新機構（ＩＮＣＪ） 

・①大学、企業、研究機関に埋もれた特許などを集約した知的財産ファンドの設立・

出資、②有望なベンチャー企業への出資、③大企業や中堅企業が技術のある事業

部門を分社化して創設する共同出資会社への出資、④海外企業の買収をはじめと

する積極的な海外展開などの業務を実施。 
 

（２）クールジャパン機構（ＣＪ機構） 

・日本の魅力を事業化し、海外需要の獲得に繋げるため、メディア・コンテンツ、食・

サービス、ファッション・ライフスタイル・伝統産品をはじめとする様々な分野で

リスクマネーを供給。 
 
 

１２．標準化支援 

戦略的国際標準化加速事業【委託】 

３０．０億円（１５．０億円） 



 ９ 

・国立研究開発法人等とも連携し、国際標準化に必要な試験や実証データ・関連技術

情報の収集、国際標準原案の開発・提案、開発した国際標準の普及を見据えた試験・

認証基盤の構築等を実施。また国際標準化に必要な場合はＪＩＳの開発を併せて実施。 
 
 

◇ 第１１４回通商問題委員会の開催 ◇ 

 

第１１４回通商問題委員会が９月２５日（月）に開催され（１）不公正貿易白書（２）

ＥＰＡ / ＦＴＡの活用（３）日本の繊維貿易の現状（４）各国とのＥＰＡ交渉状況（５）ＥＰＡ

産業協力の現状等について説明があり意見交換が行われた。 
 

１.日本の繊維貿易の現況について 

（１）輸出入全般の動向 

①２０１７年１月～７月の現状 

・円ベースでは、輸出は前年同月比９８.２％、輸入は同１００.６％。 

・輸出（円ベース）は、２０１５年１２月がピークであった。２０１７年に入り、

トレンドは似ているが、絶対額は減っている。輸入は１月に急増した反動で２月

に激減したが、３月に持ち直した。 
 

 

項目 

２０１７年７月 ２０１７年１月～７月 

金 額 前年同月比 金 額 前年同期比 

（百万円） （百万＄） 円ベース ＄ベース （百万円） （百万＄） 円ベース ＄ベース 

輸出 74,636 663 103.5% 95.7% 499,011 4,446 98.2% 96.6% 

輸入 318,706 2,835 103.9% 96.0% 2,224,734 19,789 100.6% 99.2% 

 

  ②繊維品別輸出入実績（２０１７年１月～７月累計・前年同期比） 
 

輸出（円ベース） 輸入（円ベース） 

繊維原料 80.7% 繊維原料 107.1% 

糸類（紡績糸・合繊糸） 101.7% 糸類（紡績糸・合繊糸） 97.8% 

  綿糸 88.6%   綿糸 97.2% 

  毛糸 83.3%   毛糸  75.3% 

  合繊糸 100.2%   合繊糸 102.5% 

織物 97.2% 織物 100.2% 

 綿織物 86.9%  綿織物 95.2% 

 毛織物 91.1%  毛織物 95.6% 

 合繊織物 99.8%  合繊織物 102.6% 

二次製品 104.2% 二次製品 100.6% 
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（２）各国・地域別輸出入の動向 

  ①輸出（２０１７年１月～７月累計 前年同期比（円ベース）） 

   ・東南アジア（中国含む）９９.６％、米州１０２.１％、欧州９５.８％。 

・中国は、９８.８％。シェアは＋０.１ｐｔの２９.９％へ。 

・アセアンは、１０２.０％、シェアは２４.６％（前年同期比＋０.９ｐｔ）。 

・前年同期比増は、台湾１０１.９％、タイ１０５.２％、ベトナムが１０５.１％、

カンボジア１２６.５％、ミヤンマー１０２.３％、パキスタン１３０.６％、ドイ

ツ１００.９％、米州１０２.１％など。 

・シェアが安定して伸長、ベトナム１１.５％（前年同期比＋０.８ｐｔ） 

・バングラデシュが前年同期比で９５.７％とやや回復。 

 

  ②輸入（２０１７年 1月～７月累計・前年同期比（円ベース）） 

   ・東南アジア（中国含む）１００.７％、米州１０１.８％、欧州９９.６％。 

   ・中国は、９８.９％。シェアは１.１ｐｔダウンの５９.２％へ。 

   ・アセアン１０６.１％。シェアは＋１.２ｐｔの２４.１％と伸長が続く。 

・前年同期対比増は、台湾１０６.２％、タイ１０３.１％、インドネシア１００.

３％、マレーシア１１６.６％、ベトナム１０８.４％、ミヤンマー１１０.６％、

西アジア１１４.３％、ドイツ１１０.４％、イタリア１００.７％、アフリカ１１

１.３％など。 

・ベトナムのシェアは１０.８％（前年比＋０.８ｐｔ）まで伸長継続。 

   ・伸長の続いたバングラデシュは前年同期比で９４.９％に留まる。 

 

２.次回日程について 

第１１５回通商問題委員会は、１０月３０日（月）１４時 ～１６時 

 

 

◇ 下請取引適正化推進月間の実施について ◇ 
 

平成２９年１０月２日 

中 小 企 業 庁 

公正取引委員会 

 

中小企業庁及び公正取引委員会は、下請取引の適正化について、下請代金支払遅延等防

止法（以下「下請法」という。）の迅速かつ的確な運用と違反行為の未然防止、下請中小企

業振興法（以下「下請振興法」という。）に基づく振興基準の遵守を指導すること等を通じ、
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その推進を図っています。特に、毎年１１月を「下請取引適正化推進月間」とし、下請法

の普及・啓発事業を集中的に行っています。本年度は以下の取組を行います。 

 

１. 平成２９年度「下請取引適正化推進月間」キャンペーン標語 

(公正取引委員会との連携事業) 

本年５月に、下請取引を行っている事業者に「下請取引適正化推進月間」を認知

して頂くことを目的として、キャンペーン標語の一般公募を行ったところ、全国か

ら３９６点のご応募がありました。厳正な審査の結果、入選作品５点を選定し、そ

の中から特選作品を決定しました。 

特選作品は、平成２９年度下請取引適正化推進月間のキャンペーン標語として、

下請取引適正化推進月間のポスター、下請取引適正化推進講習会テキストの表紙な

どに使用するほか、全国各地で実施する下請取引適正化推進講習会で発表するなど、

事業者のコンプライアンスに資するよう幅広く活用します。 

【特選作品】 

 取引条件 相互に築く 未来と信頼      白鳥敬志さん 東京都 

【入選作品】  

話し合い 納得し合う 取引条件       南和男さん  神奈川県 

下請けと 成果も笑顔も 分かち愛      中山善富さん 愛知県 

適正な 対価で築く 技術の進化       白石敬次さん 埼玉県 

改善しよう 取引条件 改革しよう 働き方  内村佳保さん 東京都 

 

２．特別事情聴取等の実施に通じた下請法の厳格な運用(中小企業庁独自事業) 

下請法の法令遵守の徹底を促すため、同法に基づく書面調査に対する回答がなく

督促に応じない親事業者、過去に同様の改善指導を２回以上受けている親事業者の

役員等を招致する特別事情聴取等を実施します。 

 

３．普及・啓発 

 （１）下請取引適正化推進講習会の開催 

     ４７都道府県(６２会場)において、親事業者の下請取引担当者等を対象に、

下請法及び下請振興法の趣旨・内容を周知徹底します。 

（２）下請取引適正化推進シンポジウム・セミナーの開催 

コンプライアンス強化と企業間取引の適正化について親事業者の取組に焦

点を当て、下請取引適正化推進シンポジウムを東京、大阪など全国５ヶ所で開

催します。また、親事業者の取引適正化の取組事例を紹介する下請取引適正化

セミナーを全国３ヶ所で開催します。 
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（３）適正取引推進講習会の開催(中小企業庁独自事業) 

親事業者と下請事業者の適正な取引の推進を図るため、適正取引推進講習会

を開催します。なお、１１月には、全国紙において広告を掲載し、講習会の周

知と参加促進に努めます。 

・下請代金法講習会の開催 

下請法を中心とした関係法令等の講習を通じて、法令等の理解を深めてい

ただき、下請取引の適正化及びそのための社内体制の整備等の推進を目的

として開催します。下請法について理解を深めたい方、実務経験のある方

を対象とした実践コースや基礎コースを設け全国各地で実施します。 

・下請ガイドライン講習会の開催 

「下請適正取引等の推進のためのガイドライン」の講習会を開催し、下請

法や独占禁止法上問題となる違反事例等や望ましい取引事例を分かりやす

く説明します。 

・消費税転嫁対策特別措置法講習会の開催 

消費税の円滑な転嫁を推進するため、企業の契約(購買)担当者等を対象に、

消費税転嫁対策特別措置法の内容等に係る講習会を全国各地で開催します。 

 

（４）下請かけこみ寺の利用促進(中小企業庁独自事業) 

「下請かけこみ寺」(全国４８ヶ所に設置)において、下請事業者からの企業

間取引に関する相談に対応するとともに、弁護士等による無料相談や裁判外紛

争解決(ＡＤＲ)を無料で行っています。 

また、「下請かけこみ寺」では、価格サポート相談室を設置し、価格転嫁な

ど取引条件の改善が進まず厳しい状況である下請等中小企業の価格交渉力強

化を支援するため作成された事例集・ハンドブックを解説するセミナーを実施

するとともに、下請等中小企業の方々のご希望に応じて専門家が訪問し個別相

談を実施します。 

１１月には、「下請かけこみ寺」の一層の利用促進を図るため、全国紙及び

業界紙等において広告を掲載します。 

 

（５）広報誌等への掲載・掲示 

・ホームページ、メールマガジンを通じた広報 

・ポスターを公正取引委員会、経済産業省、都道府県、中小企業関係団体、事

業者団体等の施設に掲示 

・都道府県や中小企業関係団体、事業者団体等の機関誌を通じた広報 

 

 

http://www.tekitori.org/boushi.html
http://www.tekitori.org/gideline.html
http://www.tekitori.org/syohizei.html
http://www.zenkyo.or.jp/kakekomi/
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お問い合わせ先 

中小企業庁事業環境部取引課長 安藤 

担当者： 高橋、仲、木村、菊池 

電 話：０３－３５０１－１５１１(内線 ５２９１～７) 

０３－３５０１－１６６９(直通)  

０３－３５０１－６８９９(ＦＡＸ)  

 

 

◇ 「資金調達ナビ」最新の支援情報（全国版） ◇ 

 

中小機構では、Ｊ-Ｎｅｔ２１スタッフが全国の省庁や都道府県庁、支援センターなどの

公的機関のサイトに発表されているＷＥＢ情報を収集し、リンク情報として紹介して

います。資金制度、募集中の資金情報を資金調達の目的、方法、都道府県別に検索で

きますので実施されている事業にあわせて情報を入手することが出来ます。 

中小機構ホームページ http://j-net21.smrj.go.jp/snavi/support 

(日絹ホームページからもリンクしていますので御利用下さい) 

 

（公募中案件） 

2017/10/03掲載 

「ＥＣ・ＩＴ活用支援パートナー募集（中小企業基盤整備機構） 

ＥＣ・ＩＴ活用支援パートナー制度とは、中小企業・小規模事業者のＥＣ、ＩＴ活用による販路開

拓や生産性の向上を目的に、国内ＥＣ、越境ＥＣ、ＩＴを活用した生産性向上等における支援の

実施にあたりパートナー企業と連携した取り組みを行うための制度です。ＥＣ・ＩＴ活用支援

パートナーとして登録を希望する支援事業者を募集します。 

 

2017/09/27掲載 

「環境 人づくり企業大賞２０１７」（環境人材育成に関する先進企業表彰）の募集 

（環境省、環境人材育成コンソーシアム） 

この表彰は、地球環境と調和した企業経営を実現するため、環境保全や社会経済のグリー

ン化を牽引する人材、すなわち環境人材を自社で育成するための優良な取組を行う企業を

表彰するものです。募集を開始しました。 

・募集期間：2017/09/21 － 2017/11/24 

 

2017/09/27掲載 

グッドスキルマークの表示を希望する製品等の募集 

（厚生労働省、中央技能振興センター） 

http://www.env.go.jp/press/104566.html
http://www.env.go.jp/press/104566.html
http://www.env.go.jp/press/104566.html
http://www.waza.javada.or.jp/goodskill/
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グッドスキルマークとは、技能検定制度での特級技能士、一級技能士または単一等級の技

能士が製作した製品などであることを示すためのマークです。消費者に対して、優れた技

能によって製作された付加価値の高い製品であることをアピールし、ものづくり日本の再

興と熟練技能の継承を図ることを目的としています。グッドスキルマークの表示を希望す

る製品等の募集を開始しました。 

 

2017/09/20掲載 

「第２回 RESAS アプリコンテスト」募集（内閣府） 

地域経済の分析や地域の魅力発掘に役に立つアプリケーションを募集します。 

・募集期間：2017/10/20 － 2017/12/20 

 

2017/09/04掲載 

研究開発助成金事業（PDF ファイル）（三菱 UFJ 技術育成財団） 

設立または創業後もしくは新規事業進出後５年以内の中小企業、または個人事業者が取組

む、優れた新製品、新技術を実施する具体的計画（プロジェクト）に対して助成します。 

・募集期間：2017/09/01 － 2017/10/31 

 

2017/08/30掲載 

第３０回「中小企業優秀新技術・新製品賞」（りそな中小企業振興財団、日刊工業新聞社）  

中小企業の方々が開発した優れた「新技術・新製品」と「新ソフトウエア」を表彰します。

平成２８年から平成２９年までの２年間に開発を完了、あるいは販売を開始した新技術・

新製品が対象です。 

・募集期間： 2017/09/04 － 2017/12/08 

 

2017/08/17掲載 

女性起業家支援コンテスト（経済産業省） 

全国の女性起業家支援者による「支援事例コンテスト」を開催します。コンテストを通じ

て、女性起業家が起業時に抱える様々な課題に対する支援連携事例を、支援機関同士で全

国的に共有するとともに、女性の働き方の 1つとして起業を広めていきます。 

・募集期間： － 2017/11/30 

 

2017/08/14掲載 

割賦支払／賃料支払に係る手続き（中小企業基盤整備機構） 

割賦制度の利用を更新しました。金利適用日は８月１１日からです。割賦制度を利用する

と、初期投資の負担が軽減されます。 

 

https://opendata.resas-portal.go.jp/contest2nd/index.html
http://www.mutech.or.jp/whatsnew/pdf/h29josei_ouboyoko.pdf
http://www.resona-fdn.or.jp/main/jigyou/shingijutu1.html
http://joseikigyo.go.jp/jokicon/
http://www.smrj.go.jp/sy-navi/procedures/consider/installment_payment/003562.html
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2017/07/21掲載 

中小企業会計啓発・普及セミナー開催機関を募集します。（中小企業基盤整備機構） 

平成２９年度「中小企業大学校 中小企業会計啓発・普及セミナー」の実施にあたり、中小

機構と共催する開催機関を募集しています。開催機関は、中小機構及びそれぞれの全国団

体と連携しながら、セミナーを実施することとなります。 

 

2017/06/26掲載 

業務改善助成金（厚生労働省） 

中小企業・小規模事業者の生産性向上を支援し、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低

賃金）の引上げを図るための制度です。生産性向上のための設備投資（機械設備、POS シ

ステム等の導入）などを行い、事業場内最低賃金を一定額以上引き上げた場合、その設備

投資などにかかった費用の一部を助成します。 

 

2017/04/26掲載 

米国初輸出スプリント事業（デザイン・日用品分野）（ジェトロ） 

初めての輸出に踏み切る中小企業でも安心して米国への輸出に取り組めるよう、米国と日

本のビジネスの橋渡しをする経験豊富な専門家の協力のもと米国市場開拓をサポートし

ます。対象見本市での商談成約を目指し、製品の市場調査から商品戦略、販売戦略に関す

るアドバイス、提案を一貫して行う一貫支援（募集企業数６社程度、申込締切：一次５月

１９日（金）、二次１０月※予定）、製品のウェブページを作成し、バイヤーへのプロモー

ションを行うウェブページ制作およびバイヤーへのプロモーション（募集企業数１０社程

度、申込締切１２月１５日（金）※予定）、製品の市場調査を行い、レポートを作成する市

場調査レポートの作成（募集企業数５社程度、申込締切２０１８年２月１６日（金）※予

定）があります。 

・募集期間： － 2018/02/16 

 

2017/04/19掲載 

「Rin crossing」参加メーカー募集（中小企業基盤整備機構） 

Rin crossing は、地域資源を活かした商品の販路開拓を支援する中小機構のプロジェクトで

す。非食品の地域資源商品等を有する中小企業者を対象に、参加メーカーを募集します。 

・募集期間：2017/04/17 － 2018/03/15 

 

2017/04/17掲載 

中小企業等海外侵害対策支援事業（冒認商標無効・取消係争支援事業）（ジェトロ） 

http://kaikeiseminar.smrj.go.jp/
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html
https://www.jetro.go.jp/services/sprint.html
https://rincrossing.smrj.go.jp/members_support/index.php
https://www.jetro.go.jp/services/ip_service_overseas_trademark.html
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海外で現地企業等に不当な方法及び不当な意図で商標権を出願又は権利化された中小企

業者のために、相手方の出願又は権利を取り消すため自ら提起する係争活動に係る経費の

２／３（上限額５００万円）をジェトロが負担します。 

・募集期間： - 2017/10/31 

 

2017/04/17掲載 

中小企業等海外侵害対策支援事業（模倣品対策支援事業）（ジェトロ） 

海外で知的財産権の侵害を受けている中小企業の方々のために、模倣品・海賊版の製造元

や流通経路の特定、市場での販売状況等の現地調査を手配するとともに、その調査及び一

部の権利行使等にかかった経費の２／３（上限額４００万円）をジェトロが負担します。 

・募集期間： - 2017/10/31 

 

2017/04/17掲載 

中小企業等海外侵害対策支援事業（防衛型侵害対策支援事業）（ジェトロ） 

海外で産業財産権に係る係争に巻き込まれており、防衛型侵害対策を行おうとする中小企

業の方々のために、対策にかかった係争費用の２／３（上限額５００万円）をジェトロが

負担します。 

・募集期間： - 2017/10/31 

 

 

動 向  

 

９月２７日 全国中央会 工業専門委員会 

９月２９日 当会 平成２９年第１回資産運用検討委員会 

１０月 ２日 全国中央会 働き方改革に関する連絡会 

１０月 ５日 当会 振興連盟監査会 

１０月 ６日 日本繊維産業連盟 臨時通商問題委員会 

１０月１０日 ＵＡゼンセン 合同会議 

１０月１３日 繊維ファッションＳＣＭ推進協議会 取引適正化推進のための説明会(東京) 

１０月１７日 繊維ファッションＳＣＭ推進協議会 取引適正化推進のための説明会(丹後) 

１０月１８日 繊維ファッションＳＣＭ推進協議会 取引適正化推進のための説明会(西陣) 

 

 

 

 

 

https://www.jetro.go.jp/services/ip_service/
https://www.jetro.go.jp/services/ip_service_overseas
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会議予定 

 

☆ ケケン試験認証センター 理事会 

１０月２４日（火）１４時 ～ １６時 於：ＫＫＲホテル東京 

☆ 全国中央会 第６９回中小企業全国大会 

１０月２６日（木）１３時 ～ １６時 於：キッセイ文化ホール（長野県松本文化会館） 

☆ 日本繊維産業連盟 第１１５回通商問題委員会 

１０月３０日（月）１４時 ～ １６時 於：繊維会館 

☆ 東レ経営研究所 第３０回特別講演会 

１０月３１日（火）１３時３０分 ～ １７時３５分 於：経団連会館２Ｆ国際会議場 

☆ 経済産業省 第５回和装振興協議会 

１１月１３日（月）１３時 ～ １５時 於：経済産業省本館１７Ｆ国際会議室 

☆ 第７回日中韓繊維産業協力会議 

１１月１６日（木）９時 ～ ２０時 於：帝国ホテル大阪 

☆ 大日本蚕糸会 蚕糸功労者表彰式 

１１月１６日（木）１４時 ～ １６時 於：帝国ホテル 

☆ 繊維ファッションＳＣＭ推進協議会 第１８回経営トップ合同会議 

１１月１７日（金）１４時 ～ １８時 於：ＴＯＣ有明４Ｆ ＷＥＳＴホール 

☆ 当会 絹織物部会及び化合繊織物部会並びに先染・後染化合繊織物専門委員会等合同会議  

１１月２８日（火）１２時 ～ １４時 於：蚕糸会館 

 

 

イベント 

 

☆ ２０１７浜ちりめん白生地求評展示会 

１０月１９日（木）１３時 ～ １７時 

７月２０日（金）１０時 ～ １７時  

会 場：京都 丸池藤井ビル３Ｆ 

 

☆ 米沢テキスタイルコレクション２０１８ＡＷ 

１０月２６日（木）～ ２７日（金）１０時 ～ １８時（最終日は１７時まで） 

会 場：有楽町 交通会館３Ｆグリーンルーム 

 

☆ 米沢織の集い きもの大好きパーティ 

１１月 ２日（木）１８時３０分 ～  

会 場：米沢市 グランドホクヨウ 



 １８ 

☆ 第１１５回博多織求評会 

１１月 ９日（木）～ １２日（日）１０時 ～ １７時（最終日は１５時まで） 

会 場：萬松山 勅賜 承天禅寺 

 

☆ 五五〇「西陣の日」記念式典及びきもの交流会 

１１月１１日（土）１２時 ～ 

会 場：西陣織会館 ５Ｆ 

 

☆ 第６８回丹後織物求評会 

１１月１５日（水）～ １６日（木）１０時 ～ １７時（最終日は１６時まで） 

会 場：京都 丸池藤井ビル ３Ｆ 

 

☆ 石川県繊維産地 ２０１８A／W 新素材繊維商談会 

１１月１５日（水）～ １６日（木）１０時 ～ １７時 

会 場：時事通信ホール ２F 大ホール 

 

☆ Ｔｈｅ ３６ｔｈ ＪＡＰＡＮＴＥＸ２０１７ 

１１月１５日（水）～ １７日（金）１０時 ～ １７時 

会 場：東京ビッグサイト 東４・５ホール 

 

☆ ＩＦＦＴ ｉｎｔｅｒｉｏｒｌｉｆｅｓｔｙｌｅ living 

１１月２０日（月）～ ２２日（水）１０時 ～ １８時（最終日は１７時まで） 

会 場：東京ビッグサイト 西１・３・４ホール＋アトリウム 

 

☆ ＪＦＷ ＪＡＰＡＮ ＣＲＥＡＴＩＯＮ ２０１８ 

１１月２８日（火）１０時 ～ １８時３０分  

７月２９日（水）１０時 ～ １８時  

会 場：東京国際フォーラム ホールＥ１ 

 

☆ Ｐｒｅｍｉｕｍ Ｔｅｘｔｉｌｅ Ｊａｐａｎ ２０１８ Ａｕｔｕｍｎ/Ｗｉｎｔｅｒ 

１１月２８日（火）１０時 ～ １８時３０分  

７月２９日（水）１０時 ～ １８時  

会 場：東京国際フォーラム ホールＥ２ 

 

☆ 丹後織物総合展「Ｔａｎｇｏ Ｆａｂｒｉｃ Ｍａｒｃｈｅ」 

１１月２９日（水）～ １１月３０日（木）１０時 ～ １８時 

会 場：代官山 ヒルサイドテラス アネックスＡ棟 
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